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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア
イ
ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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第2回国立市市民意識調査において、地域別の水準が高い泉地域の14.0％を目標としました。
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体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

第2回国立市市民意識調査において、地域別の水準が高く自治会活動が活発な谷保地域の
20.3％を超えることを目標としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

市民意見箱、メール等を通じた市民参加の仕組みとルールづくりを進め、「市民の声」を市政に反
映させます。また、住民投票についても検討し、市民が市政に参加できる機会を保障するため、条
例を定めます。

くにたちNPO活動支援室を通じた情報の提供と共有化を図ります。出前講座「わくわく塾くにたち」
の実施による行政情報の提供を行います。

市民の声を反映させる仕組
みづくり

市民・地域・NPO・事業者・
行政等の情報の共有化

・市民
・市民活動団体
・事業者
・ＮＰＯ法人

・まちづくりへ積極的に参画している
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行政との協働事業に参加したことのある市民の割合

市政に参画（附属機関、審議会、ワーキンググルー
プ等）している市民の割合



－２枚目－

４　施策の現状

５　２４年度の評価結果
（1） ２４年度行政経営方針の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
今後も幅広い「市民の声」を反映させるため、さらにあらゆる場を通じた市民の意見聴取に努めるとともに、これを市政に反映させていくしくみ
づくりを進める必要がある。そして、効率的行政運営のためには、市民・ＮＰＯ・事業者・行政等による協働事業の推進、充実が、市組織全体
に求められている。そのためにも、市が定めた「NPO等と国立市の協働推進の指針」をもとに、施策を進めていく必要がある。
平成2４年から「くにたちＮＰＯ活動支援室」の在り方を「くにたちＮＰＯ活動支援室運営協議会」とともに検討を行っている。今後、検討内容を
具体化していきたいと考えている。また、市内の自治会の横のつながりの強化及び市との連携を密にすべく自治会連絡会の場を設けていき
たい。
今後も積極的な情報発信が望まれるところであり、具体的な協働の仕組みづくりや市民意見の集約方法についても今後の課題となってい
る。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　平成２４年度には協働事業に参加したことのある市民が14.4％、市政に参画している市民の割合が6.7％となった。
　職員が講師として市民の学習会へ出向く「わくわく塾くにたち」は平成23年度２４年度ともに40回開催した。加えて、各主管
課においても、個別事案についての学習会等で説明を積極的に行ってきた。
　平成21年11月に設けられた「市民意見箱」は、平成２３年度は１２５件であったが、平成２４年度は１３１件であった。また、メー
ルで寄せられた意見は平成２３年度８５２件で、平成２４年度は８４５件であった。
「くにたちＮＰＯ活動支援室」の在り方を「くにたちＮＰＯ活動支援室運営協議会」とともに検討を行っている。また、市内の自治
会の横のつながりの強化及び市との連携を密にすべく自治会連絡会の場を設けるため、自治会連絡会を活用するかなどの
庁内アンケートを実施した。
自治基本条例や市民参加条例の検討については進まなかった。

２４年度行政経営方針 取組状況
よりいっそう市民の声を市政に反映させるため、あらゆる場で
市民の意見を集めるとともに、その仕組みづくりを検討し、幅
広い市民が活躍できる市政を目指す。
また、市民の多様なニーズに応えるとともに、効率的な行政運
営を行うため、市民、ＮＰＯ、事業者、行政等の協働事業を推
進していく。

・平成18年に作成された協働の指針に基づき協働施策を進め
ている。市とNPO等団体との協働事業は、平成２１年度52事
業、平成22年度64事業、平成２３年度７５事業、と増加してい
る。
・市民の声を市政に反映させるため、自治会連絡会の設置に
向け庁内の意見を聞くアンケートを実施した。
・「わくわく塾くにたち」を平成24年度40回開催した。
・11月に「市財政を考える秋」をテーマに市内６か所でタウン
ミーティングを開催した。

市民が主権者として施策やまちづくりに参加できるよう、各種委員会などへの市民参加の機会、市政に関する情報の公開と提
供、意見箱の設置などの場づくりを推進してきた。第５回国立市市民意識調査によると、協働事業に参加したことのある市民
が１４．４％、市政に参画している市民の割合が６．７％と前年度と比較し減少してきた。市民の声を反映させるためには、あら
ゆる場を通じた市民の意見聴取に努めるとともに、その仕組みづくりを推進する必要がある。また、効率的行政運営のために
は、市民・NPO・事業者・市等による協働事業の推進、充実が市組織全体に求められている。

自治基本条例や市民参加条例の必要性。
NPO支援室の機能強化。
NPO等の団体への補助制度を考えて欲しい。（市川市の「１％条例」）
自治会の連絡会または連合会を立ち上げて欲しい。

①アイ　行政との協働事業に参加したことのある市民及び市政に参画している市民の割合は減少したが、市とNPO
団体等との協働事業は増えている。
②若い世代が協働に参加し始めているが、まだ発展途上である。
③近隣でも附属機関への参画や計画策定におけるワークショップの実施等同じような取り組みがなされており、他自
治体と同水準であると思われる。

行政との協働事業に参加したことのある市民の割合

市政に参画（附属機関、審議会、ワーキンググループ等）している市民の割合

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

C:他自治体と比べてほぼ同水準である
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